
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 

第３章 前期基本計画 
（平成 29～33年度） 

 

１ 基本計画について 

２ 分野別施策 

３ 前期基本計画における重点プロジェクト 

４ 財政フレーム 
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１ 基本計画について 

⑴計画策定の趣旨 

前期基本計画は、基本構想に定めた政策の大綱に基づき、本市の目指す将来像「人がつな

がり 新しい力が湧きあがるまち 那須塩原」を着実に実現するために必要な施策を体系的に示

すもので、基本施策における現状と課題を明らかにするとともに、具体的な施策の取組内容など

を明確にするために策定するものです。 

 

⑵計画の構成と期間 

基本計画は、「基本政策」「基本施策」「具体的な施策」の３つの階層によって構成されていま

す。 

また、前期基本計画の計画期間は、平成 29年度から平成 33年度までの５年間とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

基本政策 

基本施策 

 

 
具体的な施策 

 

 

まちづくりの基本的な方針です 

まちづくりの方針を実現するための方策です 

基本施策を実現するために取り組む施策です 

基本計画の構成 
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⑶施策の体系 

本市の将来像を実現するため、前期基本計画における基本施策を以下の 38施策とします。 

 

 

１ 豊かな自然と共に生きるために １ 自然環境を保全する 

 ２ 地球環境を保全する 

３ 循環型社会を構築する 

４ 生活環境を保全する   

２ まちの安全安心を守るために １ 災害に対する備えを強化する 

 ２ 暮らしの安心感を高める   

３ 誰もが生き生きと暮らすために １ 地域福祉を充実させる 

 ２ 障害者福祉を充実させる 

３ 高齢者支援を充実させる 

４ 健康づくりを推進する 

５ 男女共同参画社会を実現させる   

４ 快適で便利な生活を支えるために １ 計画的な土地利用を推進する 

 ２ 良好な生活空間を提供する 

３ 生活衛生環境を高める 

４ 公共交通の利便性を高める 

５ 道路の利便性を高める 

６ 安全で安心な水道サービスを持続する 

７ 持続的・効果的な下水処理サービスを提供する   

５ 地域の力と交流を生み出すために １ 市民協働による地域づくりを推進する 

 ２ 出会い・結婚を支援する 

３ 姉妹都市交流・国際交流を推進する 

４ 中心市街地を活性化させる   

６ まちの活力を高めるために １ 農林業を活性化させる 

 ２ 畜産業を活性化させる 

３ 商工業を活性化させる 

４ 観光を活性化させる 

５ 雇用環境を整備する 

６ 産業間の連携を強化する   

７ 未来を拓く心と体を育むために １ 子育て環境を充実させる 

 ２ 学校教育環境を整備する 

３ 学校教育を充実させる 

４ 健全な青少年を育成する 

５ 生涯学習を充実させる 

６ 芸術・文化環境を充実させる 

７ 生涯スポーツを充実させる   

８ まちの持続的発展のために １ 安定した行政経営を推進する 

 ２ 多様化する市民ニーズに対応する 

３ 地域の魅力を高める 
 

基本施策 基本政策 

将来像 

人
が
つ
な
が
り 

新
し
い
力
が
湧
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が
る
ま
ち 
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須
塩
原 
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２ 分野別施策 

⑴分野別施策の見かた 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関連データ 

この基本施策に関連するデータ

を掲載しています。 

現状 

この基本施策における社会的

状況や本市における現状を記載し

ています。 

課題 

この基本施策について、今後取

り組むべき課題を記載しています。 

具体的な施策 

課題を解決するために取り組む

具体的な施策の名称を記載して

います。 
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目指すまちの姿 

この基本施策において、５年後

の目標とする市の姿を記載してい

ます。 

用語解説 

文中に※が付されている専門的

な語句について、解説を記載して

います。 

関連する計画 

この基本施策に関連する部門

別計画の名称を記載しています。 

取組内容 

具体的な施策を達成するため

の主な取組について記載していま

す。 

目標値 

具体的な施策の達成状況を測

るための指標を記載しており、前期

基本計画最終年度である平成

33年度を目標年度としています。 

担当課 

具体的な施策に取り組む主な

担当課を記載しています。 

目標値について 

■基準年度は原則 H26 ですが、異なる場合は(H27)のようにカッコ書き

で記載しています。 

■目標年度における数値の積算方法は原則として「総計」ですが、計画

期間５年間のみの積算の場合は(累計)と記載しています。また、単年

の数値を用いている場合は「／年」、１回当たりの数値を用いている場

合は「／回」のように記載しています。 
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